
第４次宮崎県障がい者計画の概要

【趣旨・目的】

■ 現行計画の計画期間（平成２６年度～平成３０年度）が満了す

ることに伴い、国の障害者基本計画等を踏まえて策定

■ 計画期間：２０１９年４月から２０２４年３月まで（５年間）

【これまでの計画】

※ 平成１７年６月に障害者基本法が改定され、平成１７年１０月に障害者自立支援法が

制定されたため、期間途中での策定。

【計画の対象】

この計画の対象とする障がいのある人とは、障害者基本法の

規定に基づき、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福

祉手帳所持者のみではなく、発達障がいのある人、高次脳機能

障がい、難病患者など心身の機能の障がいがある方であって日

常生活や社会生活で継続して相当な制限を受けている全ての人

を対象とする。

※ 障害者基本法第２条

１.計画の基本目標等

【基本目標】

「障がいのあるなしによって分け隔てられることなく、地域で

ともに生きる社会づくり」

（１） 社会のあらゆる場面におけるアクセシビリティの向上

・ 物理的障壁の除去、情報を得やすい環境又は配慮、

「心のバリアフリー」をさらに推進

（２） 地域資源の有効活用・分野横断的な連携による支援

・ 地域を支える人材など限られた地域社会の資源を

有効活用した、連携による総合的な支援体制の構築

（３） 社会生活の充実及び障がいの特性等に応じた多様な自立の支援

・ 障がいの特性等に応じた多様な自立の支援を可能

とする環境整備や支援体制の構築

（４） 安全・安心で充実した生活環境の確保

・ 地域における防犯・防災の取組の充実及び医療的

ケアを含めた居宅サービス、ショートステイの充実

３.総論 《施策推進の視点》

（１） 本県における障がい者数

※身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳交付者数

２.総論 《障がい者の現状》

４.各論《施策推進の視点から見た主な取組》

（１） 社会のあらゆる場面におけるアクセシビリティの向上

○ 主な取組等

・ 障がいの特性に応じた幅広い情報伝達手段の普及や利用促進を図るための

条例を制定し、市町村と連携の上、各種施策を展開

・ 障がいのあるなしに関わらず、利用しやすい施設等の環境整備に加え、

交流、協働の取組による心のバリアフリーの促進などのハード、ソフト両面

のアクセシビリティの向上に資する取組を実施

・ 障がいを理由とする差別に関する相談窓口（県障害者社会参加推進セン

ターに設置）の相談、広報・啓発機能の強化・充実

（２） 地域資源の有効活用・分野横断的な連携による支援

○ 主な取組等

・ 障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、地域における居住

支援のための機能を整備するため、市町村等と連携し「地域生活支援拠点等」

の整備を促進

・ 障がい者の重度化・高齢化に対応するため、市町村及び地域の自立支援協

議会と連携し、「日中サービス支援型共同生活援助（グループホーム）」の

整備促進

・ 農業の専門家等の事業所への派遣、マルシェ（市場）の開催、農作業等の

生産活動のマッチング支援等により農福連携を推進

（３） 社会生活の充実及び障がいの特性等に応じた多様な自立の支援

○ 主な取組等

・ 保育所等に勤務する保育士等の特別支援教育に関する専門性を高めるため、

実践的な研修等を実施

・ 障がい者の就労に伴う生活面の課題に対する支援を行うため、「就労定着

支援」の活用による職場定着の推進

・ 通所が困難な方を対象としたインターネットを活用した在宅での職業訓練

の実施など、就職を希望する障がい者の態様に応じた職業能力を開発する取

組を推進

（４） 安全・安心で充実した生活環境の確保

○ 主な取組等

・ 内部障がい、難病の方など、外見からは分からなくても援助が必要な方へ

のおもいやりのある行動を県民全体へ広めるため、「ヘルプマーク」のさら

なる普及・啓発

・ 医療機関等の空床利用による医療的ケア児等のショートステイ（短期入所）

の受入れを促進し、受入れを行う医療機関等の看護師等への研修を支援

・ 「障がい者・高齢者のための防災マニュアル（平成３０年３月改訂）」

を活用し、災害防災に備えた事前の準備や実際に災害が起こった場合の

対応等についての啓発等を実施

《第２節 生活支援：案２２頁》

《第１節 啓発・広報：案１６頁》

《第６節 情報・コミュニケーション：案６９頁》

《第２節 生活支援：案２７頁》

《第５節 雇用・就業、経済的自立の支援：案６６頁》

《第１節 啓発・広報：案１６頁》
《第７節 生活・環境：案７９頁》

《第５節 雇用・就業、経済的自立の支援：案６４頁》

《第５節 雇用・就業、経済的自立の支援：案６５頁》

《第３節 教育・育成：案４１頁》

《第７節 生活・環境：案８０頁》

《第２節 生活支援：案２４頁》

《第３節 教育・育成：案３７頁》

５.主な成果目標

新設 現　状 目　標

５４．３％ ３０％以下

（2018年度） （2023年度）

２４市町村 ２６市町村

（2017年度） （2023年度）

１，１２３人 １，４０５人

（2017年度） （2020年度）

０箇所 7箇所以上

（2017年度） （2020年度）

９０.０％ １００％

（2017年度） （2020年度）

２４.０％ ３０.０％

（2017年度） （2020年度）

４７７人 １，２００人

（2017年度） （2021年度）

５７人 ７０人

（2016年度） （2023年度）

６５.０％ ６９.０％

（2014年度） （2020年度）

８９.０％ ９０.０％

（2014年度） （2020年度）

１５，９２７人日分 ２２，０９７人日分

（2017年度） （2020年度）

４５，７７９人日分 ５２，３８７人日分

（2017年度） （2020年度）

１８，５８５円 ２２，６００円

（2017年度） （2020年度）

１７７人 ２５８人

（2017年度） （2020年度）

２８人 ３０人

（2017年度） （2020年度）

１０人 ３０人

（2017年度） （2020年度）

１，１４８施設 １，８００施設

（2017年度） （2023年度）

２６％ ４０％

（2017年度） （2023年9月末）

２７．７％ ３５％

（2017年度） （2025年度）

１７７人 ２５８人

（2017年度） （2020年度）

２８人 ３０人

（2017年度） （2020年度）

１０人 ３０人

（2017年度） （2020年度）

３３．４％ ２０％以下

（2018年度） （2023年度）

※１　第５期宮崎県障がい福祉計画（平成３０年３月策定）の目標値
※２　宮崎県障がい者工賃向上計画（平成３０年７月策定）の目標値

　（９）　行政サービス等における配慮

○ ㉓
「障がいがあることにより不当な扱いや不快感
を受けたことがある」と回答した人の割合

○ ㉑
点訳・朗読奉仕員養成研修修了者数
（再掲）（※１）

○ ㉒
盲ろう者向け通訳・介助員養成研修修了者数
（再掲）（※１）

⑲公営住宅のバリアフリー化率

　（８）　福祉を支える人づくり

○ ⑳
手話通訳者・要約筆記者養成研修修了者数
（再掲）（※１）

⑱路線バスのノンステップバス導入率

　（７）　生活・環境

⑰おもいやり駐車場制度協力施設数

○ ⑮
点訳・朗読奉仕員養成研修修了者数
（※１）

○ ⑯
盲ろう者向け通訳・介助員養成研修修了者数
（※１）

⑬
工賃向上対象施設の一人あたり平均工賃（月
額）（※２）

　（６）　情報・コミュニケーション

○ ⑭
手話通訳者・要約筆記者養成研修修了者数
（※１）

⑪
就労継続支援（A型）事業の一月あたりサービ
ス提供量（※１）

⑫
就労継続支援（B型）事業の一月あたりサービ
ス提供量（※１）

　（５）　雇用・就業、経済的自立の支援

○ ⑩
精神障がい者の入院後１年時点の退院率
（※１）

　（４）　保健・医療

⑧
県内すべての地域における障がい児者協力歯
科医師の人数

○ ⑨
精神障がい者の入院後３か月時点の退院率
（※１）

⑥特別支援学校高等部卒業生の一般就労率

○ ⑦
保育士等キャリアアップ研修のうち、障がい児
保育に関する研修の受講者数

○ ④地域生活支援拠点等の数（※１）

　（３）　教育・育成

⑤小学校における個別の教育支援計画の作成率

③
グループホームの一月あたりサービス提供量
（※１）

②自立支援協議会を設置している市町村数

　（２）　生活支援

事　　項

　（１）　啓発・広報

○ ①
県民の障がい者への理解と認識
　「以前よりは深まったがまだ不十分」、「深まっ
ていない」の合計


